
令和５年４月

大田原市

（令和５年度～９年度）

第３次大田原市
食育・地産地消推進計画



　　　　　　　　　　　　　　「食」は、生きる上での基本であり、健全な食生活を実

　　　　　　　　　　　　　践することは、私たちが心身ともに健康な生活を送るため

　　　　　　　　　　　　　に欠かせないものです。

　　　　　　　　　　　　　　しかし、人々の食に対する価値観やライフスタイルの多

　　　　　　　　　　　　　様化などの社会環境が変化する中で、食生活の乱れや肥満

　　　　　　　　　　　　　など、ライフステージごとに健康を取り巻く様々な課題が

　　　　　　　　　　　　　生じております。

　　　　　　　　　　　　　　このような中、本市では、平成２５年に「大田原市食育

・地産地消推進計画」を策定し、関係機関・団体等のご支援をいただきながら、様々な

事業に取り組んでまいりました。その結果、食育・地産地消に対する関心は徐々に高ま

りつつありますが、依然として諸課題が残されております。

　本計画では「子どもから高齢者まで生涯を通じた食育と食べ物を大切に思う心を育み

ます」という基本理念のもと、「人生１００年時代に対応した食育」、「食への感謝を

醸成する食育」への取組を推進してまいります。

　食育・地産地消の推進にあたりましては、市民、関係団体、行政機関、そして地域が

一体となって取り組むことが大切です。市民の皆様にはなお一層のご理解とご協力をお

願いいたします。

　結びに、この計画の策定にあたりまして、数々の貴重なご意見をいただきました関係

機関・団体等、多くの皆様に心から感謝申し上げます。

　　令和５年４月

　　　　　　　　　　　　　　　　大田原市長　相馬　憲一
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第１章　計画の策定にあたって
１　計画策定の趣旨

　「食」は生きる上での基本であり、健全な食生活を実践することは、私たちが心身とも

に健康な生活を送るために欠かせないものです。

　国は、食育の推進にあたって国や地方公共団体、国民等の責務を明らかにするとともに、

国民が生涯にわたって健全な心身を培い豊かな人間性を育むことを目的として、平成１７

年６月に「食育基本法」を制定し、平成１８年３月にはその目標などを示した「食育推進

基本計画」を策定しました。

　また、栃木県においても「食育基本法第１７条」に基づき、平成１８年１２月に栃木県

食育推進計画「とちぎの食育元気プラン」を策定しました。

　大田原市では「食育基本法第１８条」及び「地域資源を活用した農林漁業者等による新

事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律（６次産業化・地産地消法）

第４１条」に基づき、平成２５年に「大田原市食育・地産地消推進計画」を、その後２次

計画として、平成３０年に「第２次大田原市食育・地産地消推進計画」を策定し、市民一

人ひとりが生涯にわたり健康で心の豊かさを実感できる暮らしができるよう基本目標を定

め、食育の実践に対する支援と農産物の地産地消への取組を推進してまいりました。

　このような中で、世帯構造や生活様式の変化、ライフスタイルの多様化など、食を取り

２０２５）」を策定したところです。

　本市においても様々な社会環境の変化は顕著であり、それらに対応した食育の取組や、

グリーンツーリズムの推進、多彩な農産物を活かした大田原市ならではの新たな食づくり

などについても重要性を増しているところです。

　そこで、国、県の計画や本市における食育のこれまでの成果や社会情勢の変化による課

題などを踏まえ、本市の目指す食育を総合的に推進していくため、令和５年度から令和９

年度までの５年間を計画期間とする「第３次大田原市食育・地産地消推進計画」を策定し

ます。

巻く社会環境の変化等を踏まえ、国では令和３年３月に「第４次食育推進基本計画」を

策定し、また、栃木県においても「第４期栃木県食育推進計画（とちぎ食育元気プラン
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第１章　計画の策定にあたって

２　計画の位置付け

　この計画は、本市の食育・地産地消の推進にあたっての基本的な考え方を示すとともに

具体的な施策の展開を掲げることにより、総合的かつ計画的に推進していくために策定す

ることとし、行政はもとより、教育関係者、農林漁業者、食品関連事業者等、広く市民が

それぞれの立場から連携・協働して食育・地産地消に取り組んでいくための指針となりま

す。

○食育の推進における位置付け

　本計画は、「食育基本法第１８条第１項（※１）」に基づく「市町村食育推進計画」と

して位置付けます。なお、策定にあたっては国の「第４次食育推進基本計画」、県の「と

ちぎ食育元気プラン２０２５」などの上位計画及び「第２次健康おおたわら２１計画」な

ど関連する計画と整合性を図りつつ、食育を具体的に推進していくこととします。

○地産地消の推進における位置付け

　本計画は、「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水

産物の利用促進に関する法律（６次産業化・地産地消法）第４１条第１項（※２）」に基

づく「地域の農林水産物の利用促進についての計画」として位置付けます。

　なお、策定にあたっては、国の「農林漁業及び関連事業の総合化並びに地域の農林水産

物の利用の促進に関する基本方針」や県の「とちぎ地産地消推進方針（第５期）」などの

上位計画及び大田原市総合計画「おおたわら国造りプラン」基本計画（後期）など関連す

る計画と整合性を図りつつ、地産地消を推進していくこととします。

（※１）食育基本法第１８条第１項

　市町村は、食育推進基本計画（都道府県食育推進計画が作成されているときは、食育推

進基本計画及び都道府県食育推進計画）を基本として、当該市町村の区域内における食育

の推進に関する施策についての計画（以下「市町村食育推進計画」という。）を作成する

よう努めなければならない。

（※２）６次産業化・地産地消法第４１条第１項

　市町村は、基本方針を勘案して、地域の農林水産物の利用の促進についての計画を定め

るよう努めなければならない。
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第１章　計画の策定にあたって

３　計画の相関図

４　計画の期間

　この計画は、令和５年度を初年度とし令和９年度を目標年度とする、５か年計画としま

す。ただし、計画期間中に状況の変化等が生じた場合には、必要な見直しを行うこととし

ます。

大田原市総合計画「おおたわら国造りプラン」基本計画（後期）

第２次健康おおたわら２１計画

第４次大田原市母子保健計画「愛あいプラン」

食育 地産地消

国

農林漁業及び関連事業の総合

化並びに地域の農林水産物の

利用の促進に関する基本方針

栃木県

とちぎ地産地消推進方針

（第５期）

国

第４次食育推進基本計画

栃木県

とちぎ食育元気プラン

２０２５
「第４期栃木県食育推進計画」

第３次大田原市

食育・地産地消推進計画
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第１章　計画の策定にあたって

５　計画の構成

　本計画は全５章で構成されており、計画の趣旨、本市の現状、基本方針、施策の展開、

計画の推進体制の順に記載しています。

第１章　計画の策定にあたって

　本計画の策定に至る経緯や、関係する法律や計画などとの関係性を明らかにし、本計画

の位置付けを示しています。

第２章　食育をめぐる現状と課題

　国、県、市における各種のアンケートや事業結果を客観的に考察することにより、本市

の食に関わる実態と、それに伴う課題について明らかにしています。

第３章　計画の基本方針

　第２章を踏まえ、本市における様々な課題解決のための基本理念を示し、それに基づく

目標を掲げています。

第４章　施策の展開

　第２章で明らかとなった課題について、第３章の基本方針に基づき、大田原市としてど

のような施策を展開して課題を解決していくかを明らかにしています。

第５章　計画の推進にあたって

　第１章から第４章までを踏まえ、市民をはじめ、健康・福祉・教育関係者、生産者、食

品関係事業者等、ＮＰＯ、ボランティア等のそれぞれの役割を明らかにし、お互いに連携

を図りながら食育・地産地消に取り組むための指針となります。
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第２章　食育をめぐる現状と課題
１　食に関する生活の状況

（１）朝食の摂取状況

　小学５年生から中学３年生までを対象とした調査の結果によると、子どもが朝食を食べ

８６．５％と、２．６％減少しています。

　小学生では約９割が毎日朝食を食べていますが、中学生になると６．５％減少して、平

成２８年度調査時点から減少幅が３．９％広がっています。

　また、「ほとんど食べない」が、中学生は小学生の約２倍と増加しています。

　                                                         健康に関する調査結果【実施主体】大田原市

                            【調査対象者】市内小学5・6年生 H28：1,226人、R2：1,174人

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　中学1～3年生 H28：1,924人、R2：1,710人

※　アンケートの集計では、端数の計算上、合計が100％とならないものがあります。

　　今後掲示するグラフについても同様ですので、あらかじめご了承ください。

る（毎日食べる）割合は、小中学生全体で、平成２８年度は８９．１％、令和２年度は

子どもの朝食の摂取状況

89.1

88.1

90.7

6.9

7.5

5.9

1.5

1.5

1.5

2.4

2.9

1.6

0.2

0.1

0.3

80% 85% 90% 95% 100%

全体

中学生

小学5・6年生

H28

86.5

83.9

90.4

8.4

9.6

6.6

1.5

1.8

1.0

3.5

4.5

2.0

0.1

0.2

0.0

80% 85% 90% 95% 100%

全体

中学生

小学5・6年生

R2

毎日食べる 週に２～３日食べない 週に４～５日食べない ほとんど食べない 無回答
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第２章　食育をめぐる現状と課題

　成人については、市民健康診査集団健診基本健康診査の受診者に対し、問診（朝食を抜

くことが週に3回以上ある）で朝食の欠食状況を確認したところ、全体としては平成２８

年度受診者で朝食を抜くことがある方が６．１％でしたが、令和３年度は７．９％と増加

しています。

　また、５０代の増加が顕著であり、特に５０代女性は倍近い増加が見られています。

　働き盛りの朝食の欠食は体内時計のリセットがされず、代謝バランスが崩れ生活習慣病

発生の機序になる可能性があります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　健診受診者への問診結果【実施主体】大田原市

【調査対象者】市民健康診査集団健診基本健康診査受診者H28：11,577人、R3:10,028人

成人の朝食の欠食状況

6.1%

5.3%

7.4%

2.3%

3.5%

7.4%

13.9%

10.7%

22.5%

13.1%

28.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

全体 総計

女性 総計

男性 総計

女性

６０歳以上 男性

女性

５０歳代 男性

女性

４０歳代 男性

女性

３０歳代 男性

Ｈ28

7.9%

7.5%

8.6%

3.9%

4.9%

13.0%

21.6%

16.9%

29.3%

19.5%

28.8%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

全体 総計

女性 総計

男性 総計

女性

６０歳以上 男性

女性

５０歳代 男性

女性

４０歳代 男性

女性

３０歳代 男性

R3
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第２章　食育をめぐる現状と課題

（２）子どもの孤食の状況

　小学校５年生から中学校３年生までの「夕食を家族そろって食べている」割合は、令和

２年度では６１．３％でしたが、食べている時間帯については、各種アンケートから推測

すると遅い時間帯とみられます。

　　　　　　　　　　　　　　　令和2年度健康に関する調査結果【実施主体】大田原市

　　　　　　　　  【調査対象者】市内小学5・6年生1,174人、中学1～3年生1,710人

（３）食生活と生活習慣について

①食事のバランスについて

　本市において、子どもについては、主食・主菜・副菜をそろえて食べる頻度（１日２食

以上）は令和２年度では「ほぼ毎日」が６４．２％となっています。

　アンケート結果から、子どもがいるとバランスのとれた食事を意識する人が多くなる傾

向にあると考えられます。

                                                 令和２年度親と子の健康と子育てに関するアンケート

                            　　【実施主体】大田原市【調査対象者】市内5歳児の保護者511人

64.2%

25.6%

8.8%

1.4%

ほぼ毎日

週に４～５日

週に２～３日

週に１日以下

主食・主菜・副菜をそろえて食べる頻度（1日2食以上）

61.3%

28.2%

5.8%

4.2%

0.3% 0.2%

夕食は、どのように食べていますか？

家族そろって

大人の誰かと

1人で

子どもだけ

食べない

無回答
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第２章　食育をめぐる現状と課題

②食べ方について

　「人と比較して食べる速度が速いか」という問いには、全体では平成２８年度について

は「速い」は２４．２％、「普通」は６３．９％、「遅い」は１２．０％でしたが、令和

３年度では「速い」は２１．３％、「普通」は７０．４％、「遅い」は８．３％であり、

速い人の割合が減り、普通の人の割合が増加する傾向がありました。

　男女別にみると、男性は食べる速度が速い者が、女性より約５％多い傾向にあります。

　一方で、６０歳代以降の食べる速度の速い者は減っています。

　速食いは過食につながりやすいことから、男性のメタボリックシンドローム該当者や、

予備群が多いことの一因となっていると考えられます。

○人と比較して食べる速度が速いか（令和３年度を基準に平成２８年度と比較）

男性

女性

総合

                                                    　　　健診受診者への問診結果【実施主体】大田原市

【調査対象者】市民健康診査集団健診基本健康診査受診者H28：11,577人、R3:10,028人

7.0% 632 8.3% -4.3% 7,58960- 1,450 19.1% -2.7% 5,507 72.6%

65.4% -0.2% 6650 222 26.7% -0.2% 545 7.9% 0.4% 833

4.2% 61 7.3% -3.2% 83462.2%40 254 30.5% -0.9% 519

63.1% 6.6% 65 9.3% -3.6% 699

H28比 遅い 割合 H28比 総計割合

30 193 27.6% -3.0% 441

年齢 速い 割合 H28比 普通

7.3% 288 7.0% -4.6% 4,11075.5%

73.2% 7.1% 442 7.7% -3.9% 5,744

60- 721 17.5% -2.7% 3,101

総計 1,096 19.1% -3.3% 4,206

69.9% 2.1% 49 8.8% 0.6% 555

6.2% 49 9.1% -3.8% 54067.2%

50 118 21.3% -2.6% 388

40 128 23.7% -2.4% 363

65.7% 6.7% 56 10.4% -2.9% 539

H28比 遅い 割合 H28比 総計割合

30 129 23.9% -3.8% 354

年齢 速い 割合 H28比 普通

6.7% 344 9.9% -3.9% 3,47969.2%

66.6% 5.9% 382 9.1% -3.4% 4,211

60- 729 21.0% -2.8% 2,406

総計 1,023 24.3% -2.6% 2,806

総計

50 104 37.4% 4.5% 157

40 126 42.9% 1.3% 156

56.5% -4.6% 17 6.1% 0.1% 278

0.7% 12 4.1% -2.1% 29453.1%

30 64 40.0% 0.4% 87

年齢 速い 割合 H28比 普通 割合

54.4% 5.6% 9 5.6% -6.0% 160

H28比 遅い 割合 H28比

-3.7% 9,955総計 2,119 21.3% -2.9% 7,012 70.4% 6.5% 824 8.3%
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第２章　食育をめぐる現状と課題

　「就寝前の2時間以内に夕食をとることがあるか」との問いについては、全体では平成

２８年度に「はい」と回答した人の割合は１１．１％でしたが、令和３年度は１７．０

％となっており、全ての年齢層において増加している様子が伺えました。

　また、男女別に見ると、特に男性で割合が高くなっています。

　勤務形態によっては遅い時刻の帰宅から夜の飲食、その後すぐに就寝するという習慣が

推測され、その積み重ねが肥満や内臓脂肪の蓄積につながると考えられます。

                                                　　　健診受診者への問診結果【実施主体】大田原市

　　【調査対象者】市民健康診査集団健診基本健康診査受診者H28：11,577人、R3:10,028人

就寝前の2時間以内に夕食をとることがある人の割合

11.1%

7.3%

16.7%

5.9%

14.8%

7.6%

20.8%

10.0%

25.1%

11.5%

23.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

全体 総計

女性 総計

男性 総計

女性

６０歳以上 男性

女性

５０歳代 男性

女性

４０歳代 男性

女性

３０歳代 男性

Ｈ２８

17.0%

12.8%

22.7%

11.8%

21.7%

12.8%

24.8%

16.5%

28.9%

17.4%

28.8%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

全体 総計

女性 総計

男性 総計

女性

６０歳以上 男性

女性

５０歳代 男性

女性

４０歳代 男性

女性

３０歳代 男性

R3
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第２章　食育をめぐる現状と課題

　「朝昼夕の3食以外に間食や甘い飲み物を摂取している」との問いについては、全体で

は平成３０年度に「毎日」と回答した人は２０．０％でしたが、令和３年度は１９．４％

であり、受診者の約２割は間食の習慣があることが分かります。また、特に若年女性にお

いて割合が高くなる傾向が見受けられます。

　過度な間食は、肥満や内臓脂肪の蓄積から生活習慣病の発症要因となります。

　                                                　　健診受診者への問診結果【実施主体】大田原市

　　【調査対象者】市民健康診査集団健診基本健康診査受診者H30：11,783人、R3:10,028人

朝昼夕の3食以外に間食や甘い飲み物を摂取している

20.0%

24.7%

13.2%

20.5%

12.1%

27.4%

11.9%

34.1%

19.8%

37.4%

23.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

全体 総計

女性 総計

男性 総計

女性

６０歳以上 男性

女性

５０歳代 男性

女性

４０歳代 男性

女性

３０歳代 男性

Ｈ３０

19.4%

23.8%

13.4%

20.5%

11.9%

26.4%

17.3%

34.5%

21.1%

35.6%

24.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

全体 総計

女性 総計

男性 総計

女性

６０歳以上 男性

女性

５０歳代 男性

女性

４０歳代 男性

女性

３０歳代 男性

R3
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第２章　食育をめぐる現状と課題

③子どもの起床・就寝時間

　平成２８年度と令和2年度に実施したアンケートの結果を比較すると、起床については

午前７時前に起床する子どもが６７．２%から６４．０%に減少しています。

　就寝については、午後９時までに就寝する子どもが３１．２%から２４．７%と減少し

ています。また、午後１０時以降に就寝する子どもは平成２８年度から微増し、令和２年

度では１６．８％います。

　　　　　　　　　　　親と子の健康と子育てに関するアンケート【実施主体】大田原市

　【調査対象者】H28:市内保育園・幼稚園通園児の保護者1,287人、R2：市内5歳児の保護者511人

2.2

8.2

61.8

59.0

34.2

30.1

1.8

1.9

0.0

0.1

0.0

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ2

Ｈ28

子どもの起床時間

午前６時以前 午前６時台 午前７時台 午前８時台 午前９時以降 無回答

1.0

4.4

23.7

26.8

58.5

53.0

15.4

14.0

1.4

1.2

0.0

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ2

Ｈ28

子どもの就寝時間

午後８時以前 午後８時台 午後９時台 午後１０時台 午後１１時台 無回答
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第２章　食育をめぐる現状と課題

２　市民の健康状態

（１）肥満の状況

①児童生徒の肥満の状況

　児童生徒の肥満の状況をみると、「肥満度（※）２０％以上」割合が国・県と比較して

小学生・中学生ともに多く、特に小学生の肥満が多いことが分かります。

　　　　　　　　　　　　　　 国・県：令和3年度学校保健統計【実施主体】文部科学省

【調査対象者】調査実施校に在籍する満5歳から17歳までの幼児・児童・生徒13,531人

                                     市：令和３年度小児生活習慣病予防健診【実施主体】大田原市

                                                   【調査対象者】小学5年生、中学1・3年生1,660人

（※）肥満度について

　子どもの肥満は主に肥満度を使って評価します。肥満度は標準体重に対して実測体重が

何％上回っているかを示すもので、次の式で計算されます。

　肥満度＝（実測体重－標準体重）／標準体重×100（％）

　学童では、肥満度２０％以上を軽度肥満、３０％以上を中等度肥満、５０％以上を高度

肥満となります。

肥満度２０%以上割合

（％）

12.9%

15.9%

11.5%

11.9%

9.9%

10.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0%

中学１,３年生平均

小学５年生平均

小学５年生と中学校１,３年生の平均

国 県 市

12.6%

9.3%
12.6%

9.2%

10.3%

7.8%

13.1%

10.8%

13.7%

9.3%

13.3%

9.7%

18.4%

13.4%

13.0%

12.3%

13.0%

13.4%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

小５

男子

小５

女子

中１

男子

中１

女子

中３

男子

中３

女子

男女別

国 県 市
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第２章　食育をめぐる現状と課題

②成人期の肥満の状況

　本市において、特定健康診査受診者の結果から、肥満・メタボリックシンドロームが課

題となっています。特に男性は該当者・予備群を併せると５０．４％となり、約２人に１

人と高い結果となっています。

　　　　　　　　　　　　　特定健診の結果【受診者】H30：7,038人、R3：5,747人

　　　　　　　　　　　　　　国保データベース（ＫＤＢ）システム地域の全体像の把握

特定健康診査受診者のメタボ該当者、予備群の推移

21.9% 20.8% 19.5% 20.3%

12.2%
11.3%

11.7% 11.4%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

大田原市 同規模自治体 県 国

特定健康診査受診者のメタボ該当者、予備群の割合

（令和３年度）

メタボ該当割合 メタボ予備群割合

29.2%

12.1%

18.1%

6.6%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

男性 女性

平成３０年度

メタボ該当割合

32.4%

12.6%

18.0%

7.0%

男性 女性

令和３年度

メタボ予備群割合
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第２章　食育をめぐる現状と課題

③高齢者の肥満とやせの状況

　高齢期は肥満も増加し、男性は3人に１人、女性は4人に1人の割合となります。一方、

やせは低栄養からフレイル（※）に移行し介護が必要な状態になるため、高齢期はやせに

も注意が必要です。

　このように高齢期では、肥満とやせの両方が課題となるため、適正体重の維持が重要に

なってきます。

                                                     令和4年度介護予防実態調査【実施主体】大田原市

                            【調査対象者】市内70歳・75歳のうち要介護認定を受けていない方

（※）フレイル

　加齢とともに心身の活力（運動機能や認知機能等）が低下し、複数の慢性疾患の並存な

どの影響もあり、生活機能が障害され心身の脆弱性が出現した状態。一方で、適切な介入、

支援により、生活機能の維持向上が可能な状態像。

　高齢者では、フレイルの予防及び生活習慣病の発症予防の両者に配慮する必要があるこ

とも踏まえ、日本人の食事摂取基準２０２０年版では、目標とするBMIの範囲（適正体

重）を２１．５～２４．９ｋｇ/㎡としている。

20.9%

20.9%

29.9%

31.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

７５歳

（n=344）

７０歳

（n=278）

肥満とやせの割合（男性）

肥満（BMI25.0％以上） やせ（BMI21.4％以下）

33.6%

35.3%

24.6%

25.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

７５歳

（n=366）

７０歳

（n=323）

肥満とやせの割合（女性）

肥満（BMI25.0％以上） やせ（BMI21.4％以下）
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第２章　食育をめぐる現状と課題

                                                     令和4年度介護予防実態調査【実施主体】大田原市

                            【調査対象者】市内70歳・75歳のうち要介護認定を受けていない方

28.6

35.3

20.9

41.1 

36.5 

46.4 

28.3 

25.7 

31.3 

2.0 

2.5 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=601）

女性

（n=323）

男性

（n=278）

適正体重を維持している人の割合（７０歳）

BMI21.4以下 適正体重 BMI２５以上 判定不能

27.5 

33.6 

20.9 

43.7 

40.2 

47.4 

27.2 

24.6 

29.9 

1.7 

1.6 

1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=710）

女性

（n=366）

男性

（n=344）

適正体重を維持している人の割合（７５歳）

BMI21.4以下 適正体重 BMI２５以上 判定不能
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第２章　食育をめぐる現状と課題

（２）生活習慣病の推移

①生活習慣病全体の推移

１９,４２６人、そのうち生活習慣病治療者が７，８０８人（４０．２％）でしたが、令和

３年度では被保険者１８，０３１人のうち生活習慣病治療者が８，０２７人（４４.５％）

となっており、増加しています。

　なお、各年代における傾向は大きな変化はなく、６０～７４歳になると半数以上が生活

習慣病の治療をしている状況にあります。

　また、虚血性心疾患及び脳血管疾患といった大血管疾患治療者の割合には、大きな変化

は見られませんでした。

生活習慣病治療者については、平成３０年度は大田原市国民健康保険被保険者が

11,618 人

59.8％

785 人

10.0％

528 人

6.8％

6,495 人

83.2％

7,808人

40.2％

生活習慣病治療者の推移（平成30年度）

虚血性心疾患治療者

脳血管疾患治療

その他

生活習慣病治療者生活習慣病の

治療がない者

10,004 人

55.5％

798 人

9.9％

542 人

6.8％

6,687 人

83.3％

8,027人

44.5％

生活習慣病治療者の推移（令和3年度）

虚血性心疾患治療者

脳血管疾患治療

その他

生活習慣病の

治療がない者

生活習慣病治療者
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第２章　食育をめぐる現状と課題

　　国保データベース（ＫＤＢ）システム厚生労働省様式3-1（平成30年6月・令和3年6月）

②高血圧症治療者の推移

　高血圧症治療者については、被保険者１９，４２６人中４，６０６人（２３．７％）か

ら１８，０３１人中４，８１５人（２６．７％）に増加しています。

　また、平成３０年度と比較して令和３年度では、特に６０歳代が増加傾向にあります。

　しかしながら、虚血性心疾患及び脳血管疾患を併せ持っている人の割合はほぼ横ばいで

した。

6.3 

15.9 

22.9 

36.7 

53.5 

66.2 

8.0 

17.8 

24.3 

36.7 

56.4 

67.2 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

２０歳代以下 ３０歳代 ４０歳代 ５０歳代 ６０歳代 ７０～７４歳

年代別生活習慣病治療者の状況

平成３０年度 令和３年度

（％）

14,820 人

76.3％

646 人

14.0％

435 人

9.4％

3,525 人

76.5％

4,606人

23.7％

高血圧症治療者の推移（平成30年度）

虚血性心疾患治療者

脳血管疾患治療

その他

高血圧症治療者高血圧症の

治療がない者

17



第２章　食育をめぐる現状と課題

　　国保データベース（ＫＤＢ）システム厚生労働省様式3-3（平成30年6月・令和3年6月）

③糖尿病治療者の推移

　糖尿病治療者については、被保険者１９，４２６人中２，２８０人（１１．７％）から

１８，０３１人中２，３５９人（１３．１％）に増加しています。

　また、平成３０年度と比較して令和３年度では、６０歳代の治療者の割合が減少したも

のの、３０歳代及び７０歳から７４歳の治療者の割合は微増しています。

　合併症としての大血管障害については、虚血性心疾患治療者が３３５人（１４．７％）

から３７５人（１５．９％）と増加し、脳血管疾患治療者が２３２人（１０．２％）から

２１５人（９．１％）と減少しています。

　治療者の割合は１．４％増加しており、インスリン療法を受けている人の割合は０．３

％増加していました。

13,216 人

73.3％

655 人

13.6％

441 人

9.2％

3,719 人

77.2％

4,815人

26.7％

高血圧症治療者の推移（令和3年度）

虚血性心疾患治療者

脳血管疾患治療

その他

高血圧症の

治療がない者

高血圧症治療者

0.2 1.8 7.1 

18.3 

33.7 

47.1 

0.4 1.6 

7.7 

18.7 

35.3 

47.2 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

２０歳代以下 ３０歳代 ４０歳代 ５０歳代 ６０歳代 ７０～７４歳

年代別高血圧症治療者の状況

平成３０年度 令和３年度

（％）
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第２章　食育をめぐる現状と課題

　　国保データベース（ＫＤＢ）システム厚生労働省様式3-2（平成30年6月・令和3年6月）

17,146 人

88.3％

335 人

14.7％

232 人

10.2％

1,713 人

75.1％

2,280人

11.7％

糖尿病治療者の推移（平成30年度）

虚血性心疾患治療者

脳血管疾患治療

その他

糖尿病の

治療がない者
糖尿病治療者

15,672 人

86.9％

375 人

15.9％

215 人

9.1％

1,769 人

75.0％

2,359人

13.1％

糖尿病治療者の推移（令和3年度）

虚血性心疾患治療者

脳血管疾患治療

その他

糖尿病の

治療がない者
糖尿病治療者

0.2 2.4 4.2 

10.0 

16.7 

21.5 

0.2 
2.6 

4.2 

10.1 

16.4 

23.3 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

２０歳代以下 ３０歳代 ４０歳代 ５０歳代 ６０歳代 ７０～７４歳

年代別糖尿病治療者の状況

平成３０年度 令和３年度

（％）
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第２章　食育をめぐる現状と課題

（３）死因の状況

 　三大死因である「悪性新生物（がん）」「心疾患」「脳血管疾患」が死因の約半数を

占めています。

　大田原市は国・県と比較し「悪性新生物（がん）」「心疾患」の死因の割合が高く、

「誤嚥性肺炎」や「不慮の事故」については、死亡割合が低くなっています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　令和2年版栃木県保健統計年報【実施主体】栃木県

226 
234 

211 
240 

148 

109 

162 

142 

57 

66 
71 

66 
51 

58 
59 

20 0人

50人

100人

150人

200人

250人

300人

平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

主な死因による死亡数の推移（大田原市）

悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 肺炎

27.9

26.7

27.6

16.5

15.6

15.0

7.6

9.2

7.5

5.8

5.6

5.7

10.1

10.0

9.6

0.4

2.5

2.8

1.2

2.0

1.5

1.9

2.3

3.1

1.2

1.5

1.5

1.8

1.7

2.0

25.6

22.9

23.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市

県

国

死因の割合（令和２年）

悪性新生物 心疾患 脳血管疾患

肺炎 老衰 不慮の事故

血管性及び詳細不明の認知症 誤嚥性肺炎 アルツハイマー病

腎不全 その他
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第２章　食育をめぐる現状と課題

３　地産地消の状況

（１）農家戸数の状況

　本市における販売農家戸数は年々減少傾向にあります。直近では、平成２７年から令和

２年にかけて、４６３戸の減少、比率では約１３％が減少しています。

○販売農家戸数の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　農林業センサス（農林水産省）

（２）地域農産物の利用及び提供の状況

　農産物直売所の設置数は１３箇所となっており、横ばいの状況が続いています。

○市内の農産物直売所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和4年版那須地方の農業（那須農業振興事務所）

ＴＯＫＯ‐ＴＯＫＯ
マルシェ

中央1-3-15
トコトコ大田原１

階
毎日（１/１休業） 野菜・米・弁当・惣菜

中野内直売所
中野内２１２３-

１
月曜日を除く毎日 野菜

大田原市黒羽ふるさと
物産センター直売所

黒羽向町1422-1
毎日（１２/３０～１/
３休業）

野菜・みそ・まんじゅう・
アイスクリーム・漬物

地産野菜直売所愛菜園 加治屋83 毎日
野菜・果物・米・漬物・み
そ・花

大田原市黒羽温泉センター
内展示直売所

堀之内674 月曜日を除く毎日 野菜・みそ・漬物

きらり佐久山
農産物直売所

佐久山2554-1
毎日（１/１～１/３休
業）

野菜・果物・花卉・まん
じゅう・漬物

鉢木農産物直売所 堀之内271
月曜日を除く毎日（７
月～８月無休）

野菜・果物・米・みそ・漬
物

大田原市
ポッポ農園直売所

片田1200先
火曜日を除く毎日（１
２/２９～１/１休業）

野菜・さつま芋

大田原市水遊園直売所
（水遊マート）

佐良土2686
なかがわ水遊園内

毎週月曜日・第４木曜
日を除く毎日

野菜・果物・米・みそ

羽田沼農産物直売所 羽田785 土・日曜日 米・野菜・花

あさか直売所 浅香2-3389-53
毎日（１/１～１/４休
業）

野菜・漬物・みそ・米・
花・果物

開店期間 自慢の品名

道の駅那須与一の郷
農産物直売館

南金丸1584-6
毎日（１月のみ月曜定
休）

野菜・米・花・みそ・まん
じゅう

直売所くろっぷす侍塚 湯津上154-1 水曜日を除く毎日
野菜・漬物・まんじゅう・
みそ

平成17年 平成22年 平成27年 令和2年 増減
（R2-H27）

増減率
（R2/H27）

大田原市 4,257 3,841 3,454 2,991 △ 463 87%

栃木県 56,016 47,833 39,810 31,993 △ 7,817 80%

名称 店舗所在地
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第２章　食育をめぐる現状と課題

　市内の６次産業化総合化事業計画の認定件数は４件となっており、こちらも横ばいの状

況が続いています。

　農業の６次産業化とは農業者が農産物の生産（１次産業）に加え、加工（２次産業）、

流通・販売（３次産業）までを一貫して手掛けることで、農産物の付加価値を高め、収益

力の向上を図る取組のことをいい、この取組によって農業や地域の活性化につながること

が期待されています。

○市内農業者の６次産業化総合化事業計画認定一覧

　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和4年版那須地方の農業（那須農業振興事務所）

　「とちぎの地産地消推進店」とは、年間を通じて県産農産物を利用した料理を提供する

店舗又は県産農産物コーナー等を設置する小売店等で、「地産地消」の推進に取り組んで

いる店舗です。令和４年度では、平成２８年度から２店舗増加した市内９店舗が「とちぎ

の地産地消推進店」となっています。

○市内に所在する「とちぎの地産地消推進店」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和4年版那須地方の農業（那須農業振興事務所）

大田原市住吉町2-6-5

ヨークベニマル大田原店 大田原市美原1-3168-1

小売店

（株）塩原屋中田原店 大田原市中田原560-1

丸亀精肉店 大田原市城山1-6-29

（株）たいらや大田原店 大田原市若松町1638-1

ベイシア大田原店 大田原市住吉町1-14-12

ヨークベニマル大田原住吉店

料理店

中華料理　華園 大田原市大豆田210-1

ファーマーズカフェ＆ミートショップ 大田原市若草1-761

まつ坂 大田原市美原1-6-6

発田 亮 

種類 店舗名 所在地

自ら生産したブルーベリーを活用したブルーベ
リージャムや加工用冷凍ブルーベリーの製造販売
及びブルーベリーの摘み取り販売を行い所得の向
上を図る

道の駅那須与一の郷、ゴル
フ場、自宅直売所、JA出
荷

ふかさわ梨園

小白井農園

認定事業者

農業生産法人
(株)前田牧場

認定計画の概要 主な販売店

既存直営店「ファーマーズカフェ」の改築、焼き
肉やローストビーフ、熟成肉、餅加工品、ドッグ
フードの製造

「ふかさわ梨園」商品のブランド化を図り、自家
産梨を使った「万能たれ」の製造

高糖度トマトを活かした「小白井農園」のブラン
ド化を図り、自家産トマトの小玉果等を使用した
「ピューレ」の製造

直営店「ファーマーズカ
フェ」・「ミートショッ
プ」、インターネット通信
販売

ふかさわ梨園直売所、そす
いの郷直売センター、県内
スーパー

自宅直売所、地元スー
パー、レストランでの提供
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第２章　食育をめぐる現状と課題

４　体験活動と食を活かした観光資源の活用状況

（１）農業体験・交流の状況

　小学校における農業体験については、学校の規模に応じて実施方法が異なりますが、市

内全１９校で取組がなされており、小中学校在学中に必ず１度は体験活動をしていること

になります。

○小学校における農業体験の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校教育課調べ

　市民農園においては、市民が土に親しみ、レクレーションや新鮮な手作り野菜を楽しむ

とともに、消費者と農業者の交流を推進しています。

　令和３・４年度には１０９区画中、全ての区画が利用されている状況となっています。

○市民農園利用状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　農政課調べ

総区画数

利用区画

利用率

150

150

100%

150

146

97%

109

109

100%

109

109

100%

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

全１９校実施

実施校数

田植え・稲刈り・野菜や花卉の苗植え、
栽培、観察、除草、収穫など。

主な農業体験内容
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第２章　食育をめぐる現状と課題

（２）グリーン・ツーリズムの状況

　グリーン・ツーリズムについては、農家民泊を推進するとともに、美しい自然豊かな大

田原市で、恵まれた土地を活かし、農業を始めとする様々な体験プログラムなど、あらゆ

るニーズに応えることが出来るように、多種多様なプログラムを開発しています。

　グリーン・ツーリズム事業を通し、人と人との触れ合いから生まれる感動、充実感そし

て生きがいを感じることによる地域の活性化を図っています。

　近年の農家民泊の許可取得軒数は横ばいの状況が続いており、交流人口についてはコロ

ナ禍により大幅に減少しておりましたが、令和３年度は回復傾向にあります。

　また、海外からの需要も高まっており、インバウンド対策についても検討していかなけ

ればなりません。

　高まるニーズに対応できるよう、農家民宿の担い手を増やしていくことが大きな課題と

なっております。

　　　　　　　　　　（許可取得軒数、交流人口はともに、市町村連携事業に係る数値）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商工観光課調べ

3,602

 　　　　　　　　　※交流人口については、滞在した日数に応じて、人数を乗じて算出

交流人口 8,610 8,728 7,337 795

○交流人口（人）

平成２9年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

138 144 145 145

許可取得 20 20 6 1

○農家民宿の許可取得軒数（軒）

平成２9年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

0

累計 118

118 138 144 145 145 

8,610 8,728

7,337

795

3,602

0人

1,000人

2,000人

3,000人

4,000人

5,000人

6,000人

7,000人

8,000人

9,000人

10,000人

0軒

20軒

40軒

60軒

80軒

100軒

120軒

140軒

160軒

Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３

農家民泊許可取得軒数と交流人口の推移

農家民泊許可取得軒数 交流人口
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第２章　食育をめぐる現状と課題

５　食品の安全性に対する意識

　栃木県で行った調査によると、食品の安全性への不安について、「大いに感じている」

「多少は感じている」と回答した県民は、年次による変動はありますが、約６～７割で、

令和４年度は約６０．１％でした。このことから、大田原市についても多くの市民が食品

の安全性について何らかの不安を感じていることが推測されます。

　また、特に「食品添加物」や「輸入食品」について、安全性に関しての不安があるよう

です。

　　栃木県県政世論調査【実施主体】栃木県【調査対象者】県内在住の満18歳以上の男女2,000人

0.9

3.1 

3.6 

4.7 

5.0 

5.1 

9.2 

9.7 

13.3 

17.4 

21.7 

28.5 

32.7 

35.3 

35.4 

41.0 

62.9 

0% 25% 50% 75% 100%

その他

BSE（牛海綿状脳症）

体細胞クローン牛・豚

高病原性鳥インフルエンザ

重金属（カドミウム・水銀など）

家畜等の医薬品

環境ホルモン（内分泌かく乱化学物質）

いわゆる「健康食品」

放射性物質

食物アレルギー

賞味期限・消費期限

遺伝子組換え食品

食中毒

原産地

残留農薬

輸入食品

食品添加物

食品の安全性について不安に思うもの(R4)
（n=743）

3.1

15.5 11.8 11.9 13.0 12.9

52.7

46.9 46.0
48.8 47.2

26.4
34.0 35.6 32.4 32.9

2.1 4.4 3.5 4.4 3.6
3.0 2.9 3.1 1.4 3.4

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H30

（n=1,268）

R1

（n=1,212）

R2

（n=1,307）

R3

（n=1,288）

R4

（n=1,236）

食品の安全性に不安を感じている県民の割合

大いに感じている 多少は感じている あまり感じていない まったく感じていない 無回答
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第２章　食育をめぐる現状と課題

６　第２次大田原市食育・地産地消推進計画の主な指標や取組の状況

（１）主な指標の結果

（２）主な取組に関する結果

４９万人
（R3）

１４５軒
（R3）

中学生における肥満傾向児の割合

メタボリックシンドローム該当・予備群の割合

9.9%
（H27）

31.0%
（H28）

減少

減少

12.9%
（R3）

34.1%
（R3）

道の駅那須与一の郷の年間利用者数

農家民泊開業農家戸数（市町村連携）

４４万人
（H28）

９８軒
（H28）

５０万人

１５０軒

64.2%
（R2）

15.9%
（R3）

指標

子どもの生活リズム　７時までに起床する割合

基準 目標 結果

67.2%
（H28）

増加
64.0%
（R2）

主食・主菜・副菜をそろえて食べる頻度

小学生における肥満傾向児の割合

62.0%
（H28）

13.9%
（H27）

増加

減少

取組内容 結果

各種食育教室の開催
（もぐもぐ教室、おにぎり教室、うんち教室）

年間１６回（R４）

食生活改善推進員との協力事業（3歳児健康診査で
の食育）

年間９回（R３）

農家民泊事業 交流人口３，６０２人（R３）

与一くんランチの実施 年間２回（R４）

子ども食堂の実施 年間６６回（R３）

小児生活習慣病予防健診（及び事後指導）の実施 市内２７校　（Ｒ４）

フードドライブの実施 年間４７７回（R３）

環境保全型農業直接支援対策事業 申請件数１３件（R４）
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第２章　食育をめぐる現状と課題

（３）食育・地産地消をめぐる課題

○食に関する生活について

　時代とともにライフスタイルや家族の形態が変化し、就寝時間が遅くなったり、望

ましくない食生活が増加する恐れもあることから、広い世代に対して継続した食生活

の改善に関する取組を行うことが重要となってきます。

○市民の健康について

　高血圧、糖尿病・糖代謝異常（※）等の生活習慣病については増加傾向がみられま

す。影響を与えたものについては、コロナ禍の生活様式の変化等が考えられます。健

診の受診や健診結果から、予防と早期発見の推進を継続して行うことが重要です。

　また、生活習慣病の予防のために子どもの頃からの肥満予防や食生活の重要性を家

族を含めて普及・啓発することも大切です。

　さらに高齢期では些細なことがきっかけとなり、徐々に心身が弱り、要介護状態へ

とつながりやすいため、栄養、運動、社会参加、口腔機能でフレイルを予防すること

が重要です。

○地産地消について

　食品への安全性に不安を感じている県民の割合が高いことから、地域の安全で鮮度

の高い農産物を、地域で消費する機会を増やすことが必要です。

　また、地域の伝統的な食文化について、地域の農産物を活用しながら守ることによ

り、地域への愛情を育むことが大切です。

○体験活動と食を活かした観光資源の活用について

　グリーンツーリズム事業については、コロナ禍により交流人口が減少傾向となって

おりますが、今後はインバウンド対策など、様々なニーズに対応していくことが重要

となります。

　また、市民農園、小中学校における農業体験活動などは大きな成果を挙げていると

ころですが、今後も食に対する関心や理解促進の継続が必要です。

○食品の安全性に関する意識について

　食品に対する安全性についての意識調査では、食品添加物や輸入食品が上位である

ことから、地域の安全で安心な農作物を地域で消費する地産地消の推進が重要となり

ます。また、残留農薬や放射性物質に対して不安に思う割合が一定数あることから、

残留農薬検査やモニタリング検査を継続していく必要があります。

（※）糖代謝異常

　空腹時または食後の血糖値が異常に高くなった状態
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第３章　計画の基本方針
１　基本理念

　本来、食に関する知識や興味は、家庭の中で自然に身に付くものと考えられてきまし

た。しかし、多様化するライフスタイルの中で、食に関して知識を得る場が少なくなって

きています。

　食育とは、食に対する興味や関心を育み、これをきっかけに、私たちを取り巻く様々な

事象に目を向けるための教育です。

　本市においては、様々な環境の変化に対応しつつ、市民一人ひとりが食について意識を

高めながら人間形成を図り、食の自立へとつなげていくとともに、「大田原市」を食を通

して身近に感じることができるように次の理念を定めて食育・地産地消を推進します。

○基本理念

 子どもから高齢者まで生涯を通じた食育と

食べ物を大切に思う心を育みます 
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第３章　計画の基本方針

２　基本目標

基本理念をもとに、次の２つを基本目標として掲げ、これに沿って施策を展開します。

①人生１００年時代に対応した食育の推進

　人生１００年時代を健康的に過ごすためには、乳幼児期から高齢期までのライフステー

ジに応じた食育への取組が必要です。

　食の自立への土台作りを行っていく乳幼児期から始まり、児童生徒においては、食に関

する正しい意識と望ましい食習慣を身に付けることができるよう、家庭や地域と連携する

とともに、学校給食を中心として学校教育活動に食育を関連させて実施することにより、

食育を推進します。

　さらに、継続した食育を推進していく観点から、成人期以降も健康的な食事について普

及啓発することにより、子どもから大人までの健康的な食生活への理解を促進します。

　市民一人ひとりが生涯にわたり楽しく健全な食生活を実施することができるように、市

独自で作成したライフステージに応じた食生活の指針を基本とする健康的な食生活の普及

啓発を図ります。

②食への感謝を醸成する食育の推進

　食は自然から受ける恵みであり、食に携わる多くの人々の苦労や努力に支えられている

ことを実感することにより、自然や食に感謝し、大切にする心を育てます。

　また、本市の安全安心で優れた農産物の利用の拡大と、伝統的な食生活を継承発展させ

ることにより、郷土への愛着を醸成します。

３４．１％ 減少

基準
年度

小学生における肥満傾向児の割合 １５．９％ 減少

70歳において適正体重を維持している人の割合 R４ ４１．１％ 増加

75歳において適正体重を維持している人の割合 R４ ４３．７％ 増加

目標
（R９）

道の駅那須与一の郷の年間利用者数 ４９万人 ５５万人

農家民泊開業農家戸数（市町村連携） １４５軒 １５０軒

R３

R３

子どもの生活リズム　７時までに起床する割合 増加

増加

指標 基準値
目標

（R９）

メタボリックシンドローム該当・予備群の割合

主食・主菜・副菜をそろえて食べる頻度

R３

指標 基準値

１２．９％ 減少中学生における肥満傾向児の割合

基準
年度

R２

R２

R３

R３

６４．０％

６４．２％
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第４章　施策の展開
１　人生１００年時代に対応した食育の推進

（１）健康的な食事の推進

目指す方向

○市民に健全な食事についての普及啓発を図ります。

○地区組織及びボランティアとの協働により、家庭における健康的な食事の重要性につい

　て普及啓発を図ります。

現状と課題

○朝食は１日の食事の要であり、体のメカニズムからも欠かすことができないものです。

　朝食欠食が、肥満など生活習慣病につながりやすいことも分かっています。

○健診結果で要指導・支援となる対象者は、特に朝食欠食者が多いようです。

　男女ともに働く世代に朝食欠食者が多く見られるとともに、発達段階にある子どもの中

　にも一部みられます。

○就寝前２時間以内に夕食を食べる人の割合が、平成２８年度の１１．１%から、令和３

　年度には１７．０%に増加しています。多様な生活背景から生活リズムを乱し、夜食な

　どの習慣が朝食の欠食に結び付いていることが考えられることから、一人ひとりが食が

　身体に及ぼす影響に関する知識と予防のための実践力を身に付けることが重要です。　

施策の展開

○大田原市ライフステージに応じた食生活の指針の普及啓発

　市民一人ひとりが自身の食生活を自ら見直せるように、それぞれの身体的特徴に応じた

　食生活の見直しのための指針となる「大田原市ライフステージに応じた食生活の指針」

　を普及啓発します。

○早起き・早寝・朝ごはん運動の推進

　各種定例事業（母子保健事業・成人保健事業・介護予防事業等）を実施し、朝食の大切

　さや生活リズム確立の重要性等について普及啓発を図ります。

○健康的な食事の啓発活動の推進

　各種情報媒体を活用し、保育園や幼稚園・学校に通う子どもやその家族に、食事の望ま

　しい内容や量などに関する情報の提供に努めます。

○食生活改善推進員活動の支援

　地域住民の食生活の改善を目的として、市とともに主体的に地域の健康づくりに取り組

　むボランティア活動を展開する食生活改善推進員の活動を支援します。
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第４章　施策の展開

○大田原市ライフステージに応じた食生活の指針

乳
幼
児
期

保護者に依存、影響
授乳、離乳食
集団生活を開始し、
皆と同じ食事を食べ
る経験

学
童
期

高
齢
期

加齢による身体機
能、活動量の低下
若い頃からの生活習
慣
食生活の偏り
喪失体験
社会とのつながりの
減少

発育が盛んな時
期
感覚機能、咀嚼
機能の発達が著
しい時期
運動が活発
生理機能が自立
する時期
生活習慣の基礎
が形成される時
期

生活背景 栄養面からの健康づくり

食べたい意欲がつくられる、食に興味を持つ
よく遊び、よく眠り、食事を楽しむ
食事を通してコミュニケーションを大切にする
楽しい雰囲気の中で一緒に食べている人に関心
を持つ
規則正しい食習慣の基礎をつくる
よくかんで食べる（咀嚼や嚥下機能の発達に応
じた食事の形態、種類に配慮する）
発達に応じた食事で味覚の形成を促す

生活リズムの乱れ
（特に睡眠不足）
食生活の乱れ（朝食
欠食、夜食、間食、
偏食）
ファストフード、ス
ナック菓子、清涼飲
料水などの過剰摂取
(おやつ、部活・塾前
後の間食)
野菜摂取不足
過度のダイエット
活動量の不足（コロ
ナ禍の影響）

１日の食事リズムを通して、健やかな生活リズ
ムを身に付ける
主食・主菜・副菜を基本に食事のバランスが分
かる
食生活や健康を大切だと思うことができる
自分の身体の成長や体調の変化を知り、自分の
身体を大切にできる
自分の成長に応じた適正体重を理解する
自然と食べ物との関わり、地域と食べ物との関
わりに関心を持つ
家族や仲間と一緒に食事づくりや準備を楽しむ
自分の食生活を振り返り、評価し、改善できる

若
年
期

生活リズムの乱れ
生活環境の変化
進学、就職、結婚、
出産、配偶者の出
産、育児
食生活の乱れ、偏り
朝食欠食
活動量の不足（コロ
ナ禍の影響）

１日の食事リズムを通して、健やかな生活リズ
ムを身に付ける
主食・主菜・副菜を基本に食事のバランスをと
り、次世代にも伝えることができる
食生活や健康を大切だと思うことができる
自分の身体の状態や体調の変化を知り、自分の
身体を大切にできる
適正体重を知り、日々の活動に見合った食事量
にできる
自然と食べ物との関わり、地域と食べ物との関
わりに関心を持つ
食事と健康を結びつけて考えることができる
食生活や健康に関連した情報を得て、理解し、
利用できる

中
年
期

生活リズムの乱れ
飲酒、喫煙習慣
ライフスタイルの変
化
働き盛り(社会的責
任)
退職による環境変化
(身体的、精神的、社
会的な生活環境の変
化)
食生活の乱れ、偏り
朝食欠食
活動量の不足（コロ
ナ禍の影響）

１日の食事リズムを通して、健やかな生活リズ
ムを整えられる
主食・主菜・副菜を基本に食事のバランスをと
り、次世代にも伝えることができる
食塩や脂肪は控えめにする
適正体重を知り、日々の活動に見合った食事量
にできる
自分の身体の状態や体調の変化を知り、自分の
身体を大切にできる
食事と健康診査のデータを結びつけて考えるこ
とができる
食生活や健康に関連した情報を得て、理解し、
利用できる

食事は3食とり、欠食は避ける
主食・主菜・副菜を基本に食事バランスをと
り、次世代に伝えることができる
タンパク質をしっかりとる
家族団らんや人との交流を大切に、また、食事
づくりに参加する
自分の身体の状態や体調の変化を知り、自分の
身体を大切にできる

活動量が最大の
時期

生活習慣病の発
症
肥満
やせ
脂質異常
高血糖
高血圧
歯周疾患
ストレス

生活習慣病発症
が急速に増える
時期
社会的には活動
的な時期である
が身体的機能が
徐々に低下する
時期
様々な体調変化
がおこる時期

循環器疾患
高血糖
脂質異常
高血圧
肥満（メタボ）
更年期障害
がん
歯周疾患
骨粗鬆症
ストレス
ロコモティブシ
ンドローム

生活習慣病予防
に加えフレイル
予防に取組む時
期
運動機能や口腔
機能の低下、低
栄養に注意を要
する時期

慢性疾患の受療
複数の疾患にか
かりやすい
要介護状態・認
知症の発生率が
高くなる
骨粗鬆症、骨折
肥満、やせ
口腔機能低下
（オーラルフレ
イル）

身体的特徴 危険因子･疾病

肥満
やせ
アレルギー
むし歯
誤飲
不慮の事故

心身の発達が著
しい時期
子どもから大人
への移行期
生殖機能の成熟
期
筋肉、骨格の発
達期

肥満
やせ
貧血
脂質異常
高血糖
高血圧
むし歯

31



第４章　施策の展開

（２）乳幼児期における食育の推進

目指す方向

○生涯の生活習慣病予防はもとより「子どもが自立を獲得していくプロセス」として、健

　全で正しい食習慣や選択力を身に付ける食の自立への土台作りを目指します。

○生活リズムの重要性を乳幼児健康診査や育児教室等で普及・啓発していきます。

現状と課題

○子どもが朝食を食べる（毎日食べる）割合は、８６．５％と高くなっていますが、その

　反面、成長期でありながら食べない子どももいるという事実もあります。

○平成２８年度と令和２年度に実施したアンケートの結果を比較すると、起床については

　７時前に起床する子どもが６７．２％から６４．０％に減少しています。就寝について

　も午後９時までに就寝する子どもが３１．２%から２４．７%と減少しており、午後

　１０時以降に就寝する子どもが１６．８％います。

○保育園給食の栄養価は充実していますが、家庭での食事に関しては、食材の偏り、量、

　食事時間等の食の格差が大きいのが現状です。

○乳児期は、発達に応じ、離乳食を通して味覚の形成や口腔機能の発達（咀嚼の力をつけ

　る）、食事リズムの確立などの食べる力を育てていきます。乳児健康診査や各相談では

　口腔機能の発達と離乳食を結び付けて進めることに課題がみられます。

○幼児期は、３歳児健康診査などの健診や各相談では、肥満やむし歯の課題があり、その

　背景には、過剰な間食や清涼飲料水を飲む頻度の多さ、だらだら食べなどが挙げられま

　す。

○保護者の育児力（経済・保護者の疾病・個性など）の差が見受けられ、支援のあり方に

　も工夫が求められています。保護者も含めた家族全体が食生活の見直しができるよう、

　集団や個別の栄養指導を充実させる必要があります。
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第４章　施策の展開

施策の展開

○食や生活に関する知識の普及啓発

　乳幼児の規則正しい生活習慣づくりを図るため、乳幼児健診を中心に乳幼児期からの生

　活リズムの重要性や食習慣等、生活習慣に関する知識の普及・啓発を今後も継続して実

　施していきます。

○食習慣の基礎づくり

　乳幼児期における食習慣の基礎づくりを、離乳食から個別性に応じ支援します。

○保育園の給食メニューの家庭への推奨

　保育園の給食メニューは日常の食事として勧めているので、日常食としての給食メニュ

　ーを紹介し、家庭でも日常食を規範として、家族の健康保持増進につなげていきます。

○各種相談の充実

　保護者も含めた家族全体の食生活の見直しができるよう、集団や個別の栄養相談を充実

　させていきます。

活動紹介

○「園児に人気、給食メニューを家族で食べよう」

　保育園給食を基にし、食事バランスや時間・食文化などが分かる献立マップ作りや、家

族（家庭）での対話につながる食材図鑑作成などを行っています。

■給食の一例 ■食材図鑑
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第４章　施策の展開

活動紹介

○大田原市公立保育園の食育の紹介

大田原市公立保育園の給食と食育

　保育園での給食と食育への取り組みは、「保育所保育指針」「保育所における食に関す

る指針」「児童福祉施設における食事の提供ガイド」「保育所における食事の提供ガイド

ライン」に基づき行っています。大田原市公立保育園では、「楽しく食べる子どもに～保

育所における食育に関する指針～」より「食育を通じて子どもに期待する育ちの姿」とし

て掲げている「５つの子ども像」を食育目標としています。

※５つの子ども像・・・「保育所保育指針」で述べられている、保育の目標を食育の観点

から具体的な子どもの姿として表したもの

食育への取り組みでは、毎日の給食を楽しい雰囲気の中でおいしく食べることを大切に進め

ています。おいしく食べるためには、食材ばかりでなく調理工程でも安全でなければなりませ

ん。新鮮な地場産の旬の食材を取り入れ、衛生管理をしながら安全な給食作りをしています。

特に、食の経験も少なく消化能力が未熟な乳児については、個別的な配慮も行っています。ま

た、お腹が減っていなければおいしく食べることはできません。楽しい給食の時間にするため

には、子どもたち自身が準備に関わり、みんなで食べながら（共食）、食への興味が高まるこ

とで楽しさも増していきます。

食育がイベントにならないよう、生活に根付いた取り組みを行い、生涯にわたって役立つ力

へと結び付けていくよう取り組んでいます。

１.お腹がすくリズムのもてる子ども

２.食べたいもの、好きなものが増える子ども

３.一緒に食べたい人がいる子ども

４.食事づくり、準備にかかわる子ども

５.食べ物を話題にする子ども

みんなでおいしく食べるには、「食器や食具の使

い方」「姿勢・食べ方」「あいさつ」などのマナー

を身につけることも必要となります。身近な保育者

の日常活動のなかでの行動をみて、手本としたり、

子どもたちの発達に応じた遊び等から、自然な形で

マナーが身につくように取り組んでいます。

また、上手に食べることができるようになること

も大切です。給食で使う食器や食具は、子どもたち

の発達に合わせたものを使用しています。そうする

ことで、上手にすくうことができたり、姿勢よく食

べることができるようになります。
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第４章　施策の展開

　野菜を栽培・収穫し食べることは、食材としてではなく植物の成長過程を知ることにつ

ながり、親しみを持ちながら、「いきもの」として捉えることにつながります。命を大切

にすること、自然の恵と働くことの大切さを知り、感謝の気持ちを持って食事を味わうよ

うになります。

　自分の体がこれからどうなるか（大きくなるのか小さくなるのか）考え、大きくなるた

めにはどうしたらよいのか発達に沿った内容で考えていきます。

３歳～自分のおやつの量を確認します

４歳～自分のおやつのおにぎりを握ります

５歳～自分の食べたものの行方を理解して食事を考えます

手先、指先が器用になってきている時期です。自

分のお皿（手のひら）にのせて、量を確認します。

食への興味も高まり、食材と料理名が結びつき調

理に関わりたい気持ちが強くなってきます。器に盛

られたご飯を握っておにぎりにします。

自分の体のなかを通って出てきた尿や便は、今の自分

の健康状態を教えてくれるものです。確認することで、

身体と健康に関心を持ち、健康な尿や便にするための生

活や食事を考えます。

献立は、生活習慣予防やアレルギー対策のために和食中心とし、バランス（栄養価値、量、

味付け）を考慮して立てています。とくに「だし」は、かつお節や昆布を使用し、ドレッシン

グ等もできる限り手作りとして、添加物の少ない薄味の献立にしています。今は、苦手で食べ

ることができなくても、大人になるまでに食べることができるように、食の体験を積み重ねて

いる時期と捉えています。将来、保育園の給食を思い出して…懐かしい。と感じてもらいなが

ら、献立の組み合わせも覚えていて、大人になった子どもたちが、自分自身の食生活の参考に

なるようにと定番の家庭料理を組み合わせています。

35



第４章　施策の展開

（３）学校における指導の充実

目指す方向

○児童生徒が食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付けることができるよう、学

　校給食を生きた教材として活用しつつ、学校教育活動全体を通じて食育の推進を図りま

　す。

現状と課題

○学校教育活動全体において、食育を各教科・特別活動等の指導と関連させて実施すると

　ともに、学校給食における地元農産物の活用の確保と充実を図っています。

○児童生徒を対象とし、農業体験等の機会の充実・拡大を図り、生産者との交流を促進す

　るための取組を推進しています。

○学校で望ましい食に関する指導を行っても、家庭での保護者の意識が変わらなければ子

　どもたちのより良い食育の実践に結びつかないため、粘り強く繰り返し指導することが

　必要となっています。

施策の展開

○食に関する指導体制の充実

　・食に関する指導の中核となる学校栄養職員に対する研修の充実を図ります。

○指導内容及び給食の充実

　・児童生徒が食に対する理解を深め、興味が高まるよう農業体験や生産者との交流を啓

　　発します。

　・給食を生きた教材として活用できる献立の充実と、地元農産物の活用を啓発します。

　・各種研修を通じて、国や県が作成した食生活学習教材の活用を啓発します。

○家庭・地域との連携促進

　・給食主任や学校栄養職員と連携し、「食育だより」あるいはホームページ等を活用し

　　て、家庭や地域に向け情報を発信し啓発します。

　・「知育」「徳育」「体育」の基本は「食育」であることを、家庭や地域に認識させる

　　ための取組を進めます。
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第４章　施策の展開

活動紹介

○与一くんランチ

　大田原市教育委員会では、平成２９年度から学校給食における地元農産物の活用を推進

した「与一くんランチ」を、県民の日がある6月と全国学校給食週間のある1月の年2回を

目安に継続して提供しており、活用率は地元農産物５０％を目標にしています。

 　事業の目的は、単に大田原市産の食材を使用することだけではなく、生産者と消費者

が近い距離にあることで、感謝の気持ちや食べ物を大切にする心を養うなど食育の推進も

含まれています。

　また、地産地消活動に意欲的かつ主体的に取り組んでいる優良な事業として、与一くん

■与一くんとなっちゃんによる普及啓発

ランチが「令和元年度とちぎ地産地消夢大賞奨励賞」を受賞しました。
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第４章　施策の展開

活動紹介

○地域応援ランチ

　市農政課と連携し、地元産材活用支援事業の取り組みとして「地域応援ランチ」を提供

しました。県産牛肉をメインにした給食は児童生徒に喜ばれ、地元商店から地場農畜産物

を購入することで、地元の商店や生産者を支援することができました。

■地域応援ランチのメニュー

【献立名】県産大麦ごはん、牛乳、県産大豆納豆、にらのおひたし、県産牛肉のすき焼き、

　　　　　にっこり梨

【地場産物】大田原市産：にら、ねぎ、春菊、にっこり梨

　　　　　　栃木県産：大麦ごはん、牛乳、大豆納豆、牛肉

【献立名】県産小麦ミルクパン、牛乳、ビーフシチュー、ゆばとかんぴょうのサラダ、

　　　　　とちまるくんムース

【地場産物】栃木県産：小麦パン、牛乳、牛肉、とちまるくんムース、かんぴょう、ゆば

　　　　　　（大豆も県産品の使用を推奨）

※ 米は大田原市産、牛乳は県産を使用しています。
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第４章　施策の展開

（４）多様な環境にある子どもに対する食育の推進

目指す方向

○食育の観点から食事の提供や栄養管理を行うことにより、子どもの健やかな発育・発達

　を支援します。

現状と課題

○乳幼児期は子どもの健やかな発達及び健康の維持・増進の基盤となる時期であると同時

　に、望ましい食習慣や生活習慣の形成に極めて大きな役割を果たす時期となります。

○乳幼児健診時、発育発達の不良な乳幼児については、多面的な視点から原因の確認と支

　援をしています。経済面についても問診等から確認し、必要な支援に繋いでいます。

○社会福祉協議会に生活困窮者自立支援相談を委託しています。

○市内で開設している子ども食堂が１か所あります。（民間運営）

○市では子ども食堂についての具体的な情報収集と、必要な方に情報提供をしています。

施策の展開

○学校給食費の補助

　生活保護制度による教育扶助や就学援助制度による学校給食費の補助を行い、低所得世

　帯への支援を引き続き実施します。

○食育と健康保持の推進

　学校給食法の目的に基づき、学校給食の普及・充実及び食育の推進を図り、適切な栄養

　の摂取による健康の保持増進に努めます。

○子ども食堂の普及啓発

　子ども食堂について必要とする方への情報提供をするとともに、活動について普及啓発

　します。

  また、それぞれに応じた必要な栄養量を確保することが重要となります。
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第４章　施策の展開

活動紹介

○子ども食堂

　両親の共働きや核家族化の影響によって、子どもだけでの食事が増えています。また、

経済的な理由で十分に食事が取れない家庭もあります。

　子どもの成長には栄養バランスのとれた食事が必要です。地元の食材を使った栄養満点

の温かいごはんをつくり、みんなで食卓を囲むことによって大勢で食べる食事の楽しさも

感じられます。

　そんな場所や機会を、子どもやその親、または地域の人々に対して提供しているのが子

ども食堂です。

　本市に所在する子ども食堂は民間運営で、特色のある活動をしています。

　温かく栄養のある食事の提供だけでなく、学習支援や料理の体験、また、地域のコミュ

ニティの場となっている子ども食堂もあります。

　それらは「子どもが元気に心豊かに育つこと」を考えた活動となっています。

　子ども食堂は寄付やボランティア、食材の支援など、様々な形での支援の輪で成り立つ

いわば地域の皆さんが主役となる活動です。

　活動に対する皆様の正しい理解と、温かいご支援をよろしくお願いいたします。

■子ども食堂
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第４章　施策の展開

（５）栄養バランスのとれた食生活の推進

目指す方向

○市民一人ひとりが生涯にわたり楽しく健全な食生活を実施することができるよう支援し

　ます。

○健康を維持増進するためには、栄養、運動、休養が基本にあるということを理解し、実

　践できるよう普及啓発します。

現状と課題

○栄養に高い関心があっても、長年の生活習慣からの行動改善は難しいことから、個人の

　具体的な生活改善につながる支援への取組が重要です。

○ライフスタイルの多様化に伴い食生活の課題も多様化しています。特に食生活では朝食

　欠食、野菜不足や塩分の過剰摂取などが各ライフステージで課題となっています。

○全てのライフステージに共通して体格問題（特に肥満、内臓脂肪の蓄積）が目立ち、生

　活習慣病の発症が危惧されます。

○市民一人ひとりが健全な食生活を送るために必要な知識や判断力、実践力を培える環境

　整備が必要です。

施策の展開

○栄養バランスのとれた食事の普及啓発

・市独自で作成した、ライフステージに応じた食生活の指針に関する資料を活用すること

　で、栄養バランスのとれた食事の普及啓発を図ります。

・高齢者の栄養バランス等（低栄養予防、偏食の減少、適量の確認）に配慮した食生活知

　識の普及啓発を図ります。

・食生活改善推進員が実施する、地域の健康づくり活動を支援します。

○減塩の普及啓発活動の推進

・離乳期からの健全な味覚の形成を支援します。

・各種情報媒体を活用して、食品に含まれる塩分量や、塩分控えめでもおいしく食べられ

　る料理等、減塩に関する情報を提供します。

・保育園や幼稚園、学校と連携して子どもの頃からの減塩習慣の定着化を推進します。

○専門知識を有する人材の育成と活用

・日本栄養士会（各職域栄養士）との連携により、知識・技術・マネジメント・給食管理

　等のスキルアップを図ります。

・専門職間の連携を図り、指針を共有し普及啓発を図ります。

・地域に食生活改善を普及するための人材育成として、食生活改善推進員を育成します。

・食生活改善推進員が地域に根差した活動ができるよう支援します。
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第４章　施策の展開

○食育計画ライフステージ表

※は全てのライフステージ共通

・２０歳時体重から１０ｋｇ以上の増加
・多量飲酒者が多い
・活動量の不足
・喫煙習慣
・食生活の偏り

健診受診者の問診項目より、生活習慣からみ
える課題

※市広報「健康おおたわら塾」にて健康情報
の発信
ホームページ、よいちメール、Facebook、
Twitterなどで周知
※各種健康教育
・健幸ポイント事業（健康に関する知識を得
るとともに運動の習慣化を図る）
・市民と協働による健康づくりを担う各組織
活動の支援

・メタボリックシンドローム該当者及び予備
群の割合が国県同規模自治体平均より高い
・高血圧、高血糖、脂質異常、高尿酸、肥満
等の生活習慣病リスクを複数持つ者の割合が
高い

・市民健診と事後指導
・治療の有無に関わらず、情報提供と保健指
導を行う。（メタボの概念、リスクを伝え
る）
・重症化予防対策、栄養相談
・糖尿病重症化予防プログラムの推進

・特定健康診査において40～59歳男性は健
康診査受診率が低く、40～64歳は健診も治
療も受けていない者がいる。

・自身の健康状態を知るために、健診の受診
を勧める。（申し込み方法：Ｗｅｂ・電話・
FAX等）

課題 対策

小
児
期

・「肥満度２０％以上」の割合を国・県と比
較すると、本市は特に小学５年生の肥満が多
い。

・小児期の肥満は、将来の肥満や生活習慣病
に移行する可能性が明らかにされていること
から、学校や医療機関等と連携、協力しなが
ら小児肥満予防に取り組んでいく。

若
年
期
・
妊
娠
期

・ライフスタイルの多様化に伴い、食に関す
る課題も多様化
・食生活の偏り
・朝食欠食
・生活習慣病の早期発見
・活動量不足

・若年健診（３０～３９歳）と事後指導
・生活習慣病発症予防、重症化予防対策事業
・健診を通して自身の体について知り、原因
となる生活習慣の改善に取り組み、継続的な
健診受診の必要性を理解できるよう支援す
る。

・妊婦のやせ、肥満

高
齢
期

・加齢とともに生活機能が低下する
・70歳75歳年度到達者の介護予防実態調査
から見える課題
　-男性の３割が肥満（BMI２５以上）
　-女性の３割強がやせ（BMI21.5未満）
・若い頃からの望ましくない生活習慣の継続

・介護予防に必要な知識の普及啓発を実施
　フレイル予防の普及啓発（運動器機能向
上、栄養改善、口腔機能向上、認知症予防な
ど）
・健診受診者に対しバランスの良い食事や適
量の情報提供と、適正体重についての情報提
供を行う。

・母子健康手帳発行時に面接を行い、妊娠を
きっかけとして、妊婦本人の健康、体重管理
指導、家族の健康なども含め、生活習慣病発
症予防のための支援を行う。
・産婦に対しての保健指導の実施。

中
年
期
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第４章　施策の展開

活動紹介

○高齢者の栄養講話

　高齢期には若い頃からの生活習慣に加え、加齢による身体機能低下や活動量の低下が起

こり、食欲に影響が出ることや、口腔機能の低下によって低栄養などの問題が現れてきま

す。適正体重を維持するために、バランスの良い食事や食事摂取量の目安などの情報提供

を行っています。

　高齢者ほほえみセンターなどの高齢者の活動の場では、運動機能向上や栄養改善、口腔

機能向上、認知症予防など、介護予防に必要な知識の普及啓発を実施しています。

■高齢者の栄養講話の様子
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第４章　施策の展開

（６）生活習慣病発症予防の推進

目指す方向

○生活習慣の形成される小児期から生活習慣病を早期に発見、発症予防します。

○小児期の肥満は将来の肥満や生活習慣病に移行する可能性が明らかにされていることか

　ら、学校や医療機関等と連携協力しながら小児肥満予防に取り組んでいきます。

現状と課題

○「肥満度２０％以上」の割合を比較すると、小・中学生ともに肥満が多い状況です。

○小児生活習慣病予防健診では特定健診と同様に、肥満・脂質異常・高血圧が課題となっ

　ています。

○食事の偏りは生活習慣病と深く関わっていることから、市民の健康増進のため食生活の

　改善を推進する取組とともに、事業の周知啓発に関する取組が重要です。

施策の展開

○段階に応じた生活習慣病予防

・妊娠中の適正体重管理について指導を行います。

・保育園や幼稚園・学校と連携して、子どもを中心とした家族ぐるみの肥満予防や食生活

　の重要性を普及啓発します。

・小・中学生に対する健診事業を実施することにより、規則正しい食生活や健康の大切さ

　について関心を高めることで、生活習慣病の早期発見と発症予防を図ります。

○健康的な生活習慣を形成し、将来の生活習慣病の予防に努めます。

　小児生活習慣病予防健診の結果から、指導が必要な小・中学生に対し、学校と市が連携

　協力しながら、相談・指導を行います。

○メタボリックシンドローム等に関する普及啓発

・メタボリックシンドロームについて、予防策、改善方法を広く普及啓発します。

・自身の健康状態を認識し、身体のメカニズムと食生活習慣の関係を理解することで自主

　的に改善する意識付けを行うため、健診結果の保健指導を個人に応じて実施します。

○健診結果面接率の向上

　健診結果説明会に限らず、健診結果を理解いただくために、結果返却の面接率の向上に

　努めます。

○生活習慣病重症化予防の推進

　特に糖尿病重症化予防は、国を挙げての取組であり、本市においても従来の重症化予防

　事業、栄養相談とともに継続していきます。
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第４章　施策の展開

活動紹介

○小児生活習慣病予防健診及び事後指導

　正しい食生活や健康の大切さについて関心を高めるとともに、全国的に増加している小

児期からの生活習慣病を早期に発見し、予防することを目的に、小児生活習慣病予防健診

を実施しています。

　また、健診結果について学校と市が連携協力し、保護者及び児童、生徒に対する食事や

生活習慣改善の相談指導を実施しています。

■小児肥満予防講演会の様子　　　　　　　■小児生活習慣病予防健診の様子

○食生活改善推進員との協力事業（3歳児健康診査での食育）

　３歳児健康診査会場では、受診の待ち時間を利用し、おやつの役割や適正量、バランス

の良い食事について、食生活改善推進員が普及啓発しています。保護者と子ども自身が、

「おやつの量はこれくらい」と共通認識してもらう機会としています。
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第４章　施策の展開

２　食への感謝を醸成する食育の推進

（１）食に関する体験活動の促進

目指す方向

○「食が生きることの基本」であることに立ち返り、食料の生産から消費等に至るまでの

　食に関する体験活動を促進します。

○美しい自然豊かな大田原市で、恵まれた土地を活かし、農業を始めとする様々な体験プ

　ログラムなど、あらゆるニーズに応えることができるように多種多様なプログラムを開

　発します。

○人と人とのふれあいから生まれる感動、充実感そして生きがいを感じることによる地域

　の活性化を図ります。

現状と課題

○市民農園の利用率を見ると、例年ほぼすべての区画での利用がなされており、一般市民

　が農に親しむ貴重な機会となっています。

○小学校での体験学習の成果を見ると、子どもたちの多くが農業体験の機会を得てはいま

　すが、食に対する関心や理解促進の継続と一層の向上が今後も重要となっていきます。

○農家民泊については海外からの需要が高まっていることから、インバウンド対策も必要

　です。高まるニーズに対応できるよう、受入農家を増やすことが課題となっています。

施策の展開

○農に親しむ機会の提供

　一般市民が農に親しむ機会を積極的に得るために、市民農園の開設を継続します。

○学校における農業を中心とした食育の推進

　子どもたちの農業や食に対する理解や興味を促進するため、体験学習の一層の推進を図

　ります。

○農家民泊の推進

・農家民宿開業者のための料理講習会や視察研修会を開催し、地元農産物の魅力を再確認

　します。

・地域の食文化にも触れることができる農泊地域として、インバウンドの誘致も実施して

　いきます。

・農家にとって新たな収入源を得ることができ、加えて、農業体験による学生等との交流

　や地域資源を活用したプログラムを提供することによって自ら農業の魅力を再発見し、

　地元愛の醸成が期待されます。
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第４章　施策の展開

活動紹介

○子どもたちの体験学習

　明日を担う子どもたちが、総合的な農作業の体験や収穫された農作物の加工等を通じて

「作物を育てる楽しさ」や「収穫の喜び」「生きるものの力」等を実感することにより農

業に対する理解や興味を促進するために市内各校で行われている活動です。

■体験学習の様子

○農家民泊事業

　農家にとって新たな収入源を得ることができ、加えて、農業体験による学生等との交流

や地域資源を活用したプログラムを提供することによって、農家や地域住民のやりがいに

つながり、地元への愛着を強くすることができます。また、令和2年度には、しもつかれ

とけんちん汁等で国から「SAVOR JAPAN（農泊 食文化海外発信地域）」の認定を受

けました。

■農泊の様子 ■しもつかれとけんちん汁
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第４章　施策の展開

（２）地産地消の推進

目指す方向

○消費者と生産者との顔が見える関係づくりや消費者ニーズに対応した地産地消の取組を

　推進します。

現状と課題

○食品への安全性に対する意識調査では、不安を感じている県民の割合が６０．１%であ

　り、また、食品の安全性に不安に思うものの割合では鮮度や原産地を挙げている県民の

　割合が多いことから、地域の安全で鮮度の高い農産物を、地域で消費する「地産地消」

　が大切となります。

○また、消費者が生産者と触れ合う機会を増やすことにより、信頼関係を構築し、市民の

　豊かな食生活が実現することができます。

○大田原市では日本酒に代表される発酵食品が多く存在していますが、食の多様化により

　伝統的な食文化である発酵食品の重要性への理解が薄れてきています。

施策の展開

○農産物生産振興と地域での消費の推進

　米、麦等の基幹作物の生産を維持しつつ、野菜等の園芸作物の生産を拡大し、併せて地

　域での農産物の消費向上を啓発します。

○地元農産物の利用及び提供の拡大

　農産物直売所や農村レストラン等を通して地元農産物の提供を拡大するとともに、ＪＡ

　なすのや県と連携し、地元農産物の円滑な供給に向けた取組を支援します。

○発酵のまちづくり

　「大田原市発酵のまちづくり推進協議会」と連携し、大田原市の伝統的な発酵食品の普

　及啓発を行います。

○食を生かした観光の促進

　「大田原市ブランド推進協議会」の活動により、大田原の歴史とロマンにあふれ、自然

　豊かな環境のもとで生産される大田原産品、観光資源等を「大田原ブランド」として認

　定し、市内外に情報を発信することにより、本市の知名度の向上、産業の振興及び地域

　の振興、地域の活性化を図ります。
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第４章　施策の展開

活動紹介

○大田原市発酵のまちづくり推進協議会

　本市では、昔から発酵技術を利用した食品が数多く造られてきました。その代表格が、

酒、味噌、醤油などです。酒については栃木県内で有数の、三つの酒蔵が営む「地酒のま

ち」です。

　さらに、麹屋による昔ながらの味噌造りや、最近ブームになっている甘酒の製造の盛ん

なまちでもあります。

 　本市は、平成２８年１１月に「全国発酵のまちづくりネットワーク協議会」に入会し

たところでもあり、これを機に市内の発酵食品の製造業者を中心とした「大田原市発酵の

まちづくり推進協議会」を立ち上げ、発酵のまちづくりを推進していくこととなりまし

た。

　今後は、これら発酵食品の良さを広く市民にＰＲしたり、発酵食品や発酵技術を活用し

た新たな商品を開発したりする活動を通して、発酵の文化が息づく活気あるまちづくりを

目指していきます。

■大田原市発酵のまちづくり推進協議会でのみそ玉づくり体験会と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　トコトコ大田原でのPRパネルの展示

○農産物直売所

　大田原市内には現在１３か所の農産物直売所があり、その地域ならではの新鮮でおいし

い地元農産物を販売しています。

■農産物直売所の一例
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第４章　施策の展開

（３）食品ロスの低減

目指す方向

○食品ロスの低減のために、食べ残しを減らすことを啓発します。

○食品ロスの活用が、地域の課題解決につながることに目を向けていきます。

○食を通して、地域住民同士が助け合う共助の関係づくりを構築していきます。

○既存の地域で活動する地域福祉活動にフードバンク活動の支援を取り込んでいきます。

現状と課題

○日本では、まだ食べられるにも関わらず廃棄されている食品（食品ロス）が年間５２２

　約２倍で、国民一人あたりが毎日茶碗１杯分（約１１３ｇ）を捨てている量に匹敵しま

　す。食品ロスの低減のためにも、一人ひとりの意識づくりが大切となります。　

○現在「とちぎボランティアネットワーク　フードバンク県北」が、大田原市や県北地域

　の企業や個人の方から食品を募り、食糧を必要としている個人や家庭、施設に届けてい

　ます。頂いた食品等の保管・管理のほか、食品を集めることと配布先については、市や

　大田原市社会福祉協議会と連携して実施しています。

（※）環境省発表令和２年度推計値

施策の展開

○食品ロスの軽減

・食品ロス削減のため、とちぎ食べきり１５（いちご）運動を推進します。

○協働によるフードバンク活動への支援

・食品を寄贈していただける企業・事業者・農家への周知を推進します。

・市民や企業、学校などが関わり、助け合いのしくみをつくっていきます。

　「人」と「食べ物」を救える、より良い社会になるように啓発していきます。

万トン（※）発生していると推計されていますが、これは、世界全体の食品援助量の

・学校や職場、家庭で余った食品を、捨てることなくフードバンクに寄付することで、
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第４章　施策の展開

活動紹介

○とちぎ食べきり１５（いちご）運動

　食品ロスが多く発生する宴会の開始後・終了前１５分は自席でおいしく料理をいただく

「食べきり１５（いちご）タイム」とし、食品ロスの削減を推進します。

　宴会の幹事さんに宴会開始時に「とちぎ食べきり１５運動」についてご案内いただき、

実践していただくことによって食品ロスを大幅に低減できますので、ご協力をお願いしま

す。

○フードバンク県北

　フードバンク県北では、大田原市内を中心に、矢板市や那須塩原市など県北の広い範囲

で活動しています。

　皆さんの温かい思いから寄せられた食品を、必要としている方へお届けし、「ありがと

う」と言って笑顔で食べていただける食品にしています。

　美味しく食べられるのに捨てられてしまうような缶詰食品や乾麺、レトルト食品などが

あれば、ぜひフードバンク県北へ寄付のご支援をお願いします。

■活動の様子（フードドライブ）
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第４章　施策の展開

（４）食の安全に関する理解促進

目指す方向

○消費者の安全安心に対するニーズに応えるため、生産段階における農産物の安全性を確

　保する取組を推進します。

○市内農産物の安全に関する情報を広く市民に提供することにより、不安の払拭に努めま

　す。

現状と課題

○食品への安全性に対する意識調査では、不安を感じている県民の割合が６０．１%とな

　っていますが、その中でも残留農薬や放射性物質に対する不安を挙げている県民の割合

　が一定数いることから、市内農産物の生産段階における安全性を確保する取組は一層の

　重要性を増しています。

○また、東京電力福島第一原子力発電所事故以降、地元農産物に対しての放射性物質の検

　査などの取組を適切に行うことが必要となっています。

○さらに、市民が自らの判断で食を正しく選択し、安心して健全な食生活を実践できるよ

　うに、情報の提供とリスクコミュニケーションにより、食品の安全に関する理解を深め

　ることも重要となってきます。

施策の展開

○食品の安全に関する情報の提供

　ホームページや市広報等を活用し、迅速で分かりやすい情報提供に努めます。

○モニタリング情報の適切な提供

　市内農産物の放射性物質に係るモニタリング検査の情報を適切に提供します。

〇残留農薬対策などの食の安全性の推進

　直売所等に対する安心・安全に関する研修会の開催や、普及啓発資料の配布等により、

　知識・関心の向上を支援し、食の安全に努めます。

○環境に優しい農業への支援と消費者理解の促進

　環境に優しい農業を推進することにより、減化学肥料・減農薬といった地球温暖化防止

　や生物多様性保全に効果の高い営農活動に取り組む農業者を支援するとともに、消費者

　への理解促進を図ります。
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第４章　施策の展開

活動紹介

○モニタリング検査

　栃木県内の農林水産物のモニタリング検査は、国の原子力災害対策本部が平成２９年３

月２４日に定めた「検査計画、出荷制限等の品目、区域の設定、解除の考え方」に基づき

実施し、安全性を確認しています。

　栃木県農業試験場に設置されている放射性物質測定装置「ゲルマニウム半導体検出器」

で検査しています。

○環境保全型農業直接支援対策事業

　環境問題に対する関心が高まる中で、農業生産全体の在り方を環境保全を重視したもの

に転換していくとともに、農業分野においても地球温暖化防止や生物多様性保全に積極的

に貢献していくため、平成２３年度から環境保全に効果の高い営農活動に対して支援を行

う「環境保全型農業直接支払交付金」を実施しています。

　市内では、有機農業やカバークロップ（※）、堆肥の施用などの取り組みが行われてい

ます。

■カバークロップ

　

（※）カバークロップ

　土壌侵食の防止や有機物の供給などを目的として、主作物の休閑期や栽培時の畦間に栽

培される作物。
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第５章　計画の推進にあたって
１　計画の推進体制

　健全な食生活の実践と地域の農林水産物の利用の促進を図るためには、市民をはじめ、

健康・福祉・教育関係者、生産者、食品関係事業者等、ＮＰＯ、ボランティア等がそれぞ

れの役割を活かしつつ、お互いに連携を図りながら食育・地産地消に取り組んでいく必要

があります。

２　計画の進行管理

　計画を着実に推進するためには、施策を効果的・効率的に推進する観点から、本市の関

係部局が中心となって進捗状況を把握し、適切な進行管理に努めます。

　また、計画は必要に応じて見直しを行うこととし、評価や見直しにあたっては、関係者

や市民等の意見を聴取しながら適正に行います。

３　計画推進における役割

市民の役割

　市民一人ひとりが食について見直し、生涯にわたる健康的な食習慣を身に付けることで

元気に生活できるよう心掛け、実践していくことが重要であることから、食育を推進する

ことが求められます。

　また、自然の恵みや生命、そして食に関わる人々への感謝の気持ちと理解を深めるため

に、生産者等との積極的な交流を図り、地域の農林水産物への愛着や安心感を深め、地産

地消のより一層の促進に寄与するよう努めるものとします。

家庭の役割

　家庭は食生活の基本の場であり、特に子どもたちが食べる楽しさ・食に感謝する心・食

事マナーなどを身に付ける上で大きな役割を担っています。

　このため、家族団らんで楽しく食卓を囲むことを基本に、家族で一緒に料理をするなど

大人と子どもが共に食に関わることで、食への関心を高めることが重要であり、それらを

日常生活の中で実践していくよう努めるものとします。
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第５章　計画の推進にあたって

健康・福祉・教育関係者の役割

　医療・保健及び保育、教育、介護その他の社会福祉並びに関連する職務従事者や、それ

らの関係機関及び団体においては、あらゆる機会や場所を利用して積極的に食育を推進す

るとともに、他の関係者が行う食育推進活動に協力するものとします。

　また、地域の農林水産物の利用促進を図る観点から食育と地産地消の取組の連携を図る

とともに、保育園や幼稚園、学校、福祉施設の給食等における地産地消の促進に努めるも

のとします。

生産者の役割

　生産者には、農林漁業に関する体験活動等を通じて、自然の恩恵と食に関わる人々の活

動の重要性について市民の理解を深めるとともに、健康・福祉・教育関係者と相互に連携

して食育推進活動に積極的に参加するものとします。

　また、消費者のニーズを的確に把握し、需要に応じた農産物の生産・供給に取り組むと

ともに、高品質かつ安全で安心な農産物の産出のために、行政等関係機関・団体と連携し

取り組むものとします。

食品関係事業者等の役割

　食品の製造、加工、流通、販売又は食事の提供を行う事業者及び組織団体には、その事

業活動において積極的に食育・地産地消の推進に努めるとともに、国、県及び市が実施す

る食育・地産地消の推進に関する施策その他の活動へ協力するものとします。

市の役割

　関係機関・団体と連携しながら、食育・地産地消に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するとともに、市民が行う食育・地産地消推進のための取組について支援します。
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